多彩多様に展開する地産地消 by 立山, 千草
1.はじめに
最近、耳にする言葉のひとつに地産地消があげられる。
地産地消とは一般的に、地産(地元)で生産したものを
地域(地元)で消費することを意味し、その活動や取り
組みの内容を位置づけて用いられることが多い。1ル)そ
のため、必ずしも明確な定義はないが、その多くは生産
者と消費者との顔がみえる地域(地場、地元)活動の取
り組みを総称した事柄であるといえるだろう。
新潟地域においても地域性を重視した様々な取り組み
が熱心に進められており、地元大学と連携した地産地消
活動も盛んにおこなわれている。身近となった地産地消
の多彩さを見直してみたい。
地産地消の分類(イメージ)
多彩多様に展開する地産地消
2.様々な地産地消と総称としての地産地消
地産地消の取り組みは多種多様である。地産地消推進
検討会(農林水産省生産局技術普及課)「地産地消推進
榔寸会中間取りまとめ・地産地消の今後の推進方向・」(17
年8月)の地産地消の分類図を示す(「図1、地産地消
の分類(イメージ)」参照)。地産地消を、①距離の遠近
という基準と②コミュニケーションの程度の濃淡程度と
いう基準によって類型化を試みられたものである。わが
国の地産地消活動を生産者と消費者とを結びつけ、お互
いに顔が見え、話ができるという関係を築く取り組みと
位置付けて考えていることが一目で理解できる。
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(注)あくまで一般的な分類であり、実際には個々の活動によ0て多様である。
図 t.地産地消の分類(イメージ)3)
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販売・善及活動
販売・物流時活動
ただし、この資料に、は一般に距雛が近いほどコミュニ
ケーションの程度も濃くなる傾向が見られるが、中には
無人直売所にみられるように距雛が近くてもコミュニ
ケーションが薄いものもあるなど一定ではないとも言己し
ている。実際の活動は多岐にわたっている。
活動の内容による分類の試みにつぃても同資料')で紹
介している。「図2,地産地消活動の分類」に示す。こ
の図の販売・物流活動の展開をみると、中心と考えられ
る農産物直売所のほかに学校給食や福祉施設、農産物加
工所、量販店、外食産業、観光が挙げられており、活動
の場面が多種でおることを把握できる。
加えて、活動の主体が生産者、消費者、実需者(:生産者、
農業改良普及センター、市場、仲卸、量販店、JAなど、
実際に栽培している圃場から、消費者の食卓までをつな
いでいる関係者の総称)行政機関等、また、活動の範囲
が市町村内、県内、地方等の組み合わせで活動の内容は
異なってくる。
このように地産地消の取り組みは多種多様であるた
め、地産地梢の取り組みは互いには影塀・効果を生じて
いないと思われがちである。しかし、実際には相互に活
動の影響・効果をうけ、さらには全体のうねりとなって
地域社会ヘ影響を及ぽしている。すなわち、地産地消の
活動は個々の活動のほかに、その地域全体の活性化の働
きを担っているといえる。
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図2.地産地消活動の分類'】
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囲をどのように定めるかは別として、今、国内の農産物
の多用は日本の食料自給率の向上に不可欠とされ、食糧
自給率向上の観点から地産地消の取り組みを推進する活
動が多い。加えて、平成22年12月3日に「地域資源を活
用Lた農林撫業者等による新事業の創出等及び地域の農
林水産物の利用促進に関する法律」(六汰産業化法)が
公布された。これからの地産地消とは、①地域で生産さ
れた農産物を地域で消費しようとする取組み②食料自給
率の向上に加えて、直売所や加工の取組などを通じて農
業の6次産業化(;農林漁業などの第1次産業と、加工・
販売などの第2次・第3次産業に関する事業を融合して、
地域Eジネスの展開や新たな業態の創出などを促す取り
組み)が進められるだろう。 6次産業化は農林水産物の
地産地消と地域ビジネス活性化の追い風とLて期待され
ているとい0てよいだろう。(「表1.六次産業化法のう
ち、地域の農林水産物の利用の促進(地産地消等)の概
要」参照)
加工関係
その他
3.総合的な地産地消
"六次産業化法と地産地消
地産地消の活動によって地域全体の活性化が高まると
いうことは、農産物をこれまでより多く利用するという
ことへも繋がっている。この場合の地域という言葉の範
2)食育と地産地消
J
このような地域社会において、生活している私たちは、
食に関する知識や健全な食生活ヘも高い関心を寄せてい
る。近年、わが国は健全な食生活が失われつつあり、我
が国の食をめぐる現状は危機的な状況にあるといわれて
いる。このため、地域や社会を挙げた子ど、の食育をは
じめ、生活習慣病等の予防、高齢者の健全な食生活や楽
しく食卓を囲む機会の確保、食品の安全性の確保と国民
の理解の増進、食料自給率の向上、伝統ある食文化の継
承等が必要と考えられ、食育基本法に基づいて食育推進
基本計画が2006年に策定された。現在、第2次食育推進
基本計画について検討が進められている。「表2、「第2
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次食育推進基本計画』骨子について」を示す。
表に示されるように、食育を促進するために取り組
むべき施策のひとつとして、地産地消の推進は位置づけ
表1.六次産業化法のうち、地域の農林水産物の利用の促進(地産地消等)の概要')
六次産業化法のうち地域の農林水産物の利用の促進(地産地消)の概要
01地域の農林水産物の利用」とは、①国内の地域で生産された農林水産
物(食用)をその生産された地域内において消費すること(消費者ヘの販売
及ぴ食品加工を含む。)及び②供給不足の場合に他の地域で生産された農林
水産物を消費すること
匪玉壷コ
0 地域の農産水産物の利用の促進に関する以下の基本理念を規定
①生産者と消費者との結びつきの強化
②地域の農林漁業及び関連事業の振興による地域の活性化
③消費者の豊かな食生活の実現
④食育との一体的な推進
⑤都市と農山漁村の共生・対流との一体的な推進
⑥食料自給率の向上ヘの寄与
⑦環境ヘの負荷の低減ヘの寄与
⑧ネ土会的気運の醸成及び地域における主体的な取組の促進
の
られている。立場や考え方によって程度は異なるが、現
代の食の見直しのために地産地消の必要性は増してい
る。これまでに、例えぱ学校給食の場合、農業政策上、
の の
0 国及び地方公共団体は、基本理念にのっとり施策を策定し、実施刷る責
務を有すること等を規定
厨亘匡^
0 政府は財政上及び金融上の措置等を講ずるよう努めること等を規定
ノ、
0 農林水産大臣は、地域の農林水産物の利用の促進に関する基本方針を定
める。
①地域の農林水産物の利用の促進に関する基本的な事項
②地域の農林水産物の利用の促進の目標に関する事項
③地域の農林水産物の利用の促進に関する施策に関する事項
④その他地域の農林水産物の利用の促進に関し必要な事項
0 都道府県及び市町村は、基本方針を勘案して、促進計回を定めるよう努
める。
の
0 国及び地方公共団体は、
①地域の農林水産物の利用の促進に必要な基盤の整備
②直売所等を利用した地域の農林水産物の利用の促進
③学校給食等における地域の農林水産物の利用の促進
④地域の需要等に対応した農林水産物の安定的な供給の確保
⑤地域の農林水産物の利用の取組を通じた食育の推進等
⑥人材の育成等
⑦国民の理解と関心の増進
⑧調査研究の実施等
⑨多様な主体の連携等
に必要な施策を講ずるよう努める二とを規定
0 公布の日から施行
0 本法の施行後5年以内に、施行状況の検討を加え、必要があるときには所用
の措貴を講ずる
の
の
の の に
嶋
0 食育基本法(平成Π年6月リ日法律第63号)第16条に基き、食育の推進に関する施策の総合的かつ計画
的な推進を図るため」に、食育推進会議(総理儉長)、関係閣僚、民間有識者で構脚が作成
0 平成18年3月に現行の計画を策定(平成18年度から22年度まで)、今回は平成23年度から27年度までの5年
間について定める。
.(コンセプト)[周知」^
表2.「第2次食育推進基本計画」骨子について')
.「 1
、
「第2次食育推進基本計画」骨子について
①生涯にわたるライフステージに応じた間断ない食育の推進
0一λ一Xの国昆,曽6鳶声仁闘ずる放紺ガ僕餅がで芦'よづに、董代区分芋仁応どた県備肘な飲細芝
輝寮趨供 r 健淳ガイドノ r夜券ノ芝孕成?J皐度中公表ぞ目途に鴛青超当ズ巨が作成ノ
②生活習慣病の予防及び改善につながる食育の推進
0内簾曲財症疾詳 rZ艦二塗光埜:剣ノ争聳ぐ籍わ九る者チ多紺詳
(現行計画との主な違い)
0崖尿症'⇔殘ぐ籍わ九るメ,r含愈者ノβ卯万バ十可能差オ{否'足できなι咲1,J20万バ=散乙之超互'
③家庭における共食を通じた子どもへの食育の推進 、
0痔仁尿底ιのf共食ノオ唖要コ学女.俣育所第触堀獻会オ嵯毎ιて推達
Ω新L^要(下線部は新規部分)
こつ、
【第1 食育の推遂に関する施策にっいての基本的な方針】
1
2.基本的な取組方針(1)国民の心身の健康の増進と豊かな人間形成②食に関する感謝の念と理解③食育推進'
運動の展開④子どもの食育における保護者、教育関係者等の役割⑤食に関する体験活動と食育推進活動の実践
⑥妾が国の伝銃的な食文化、環境と調和した生産等ヘの配慮及ぴ農山と漁村の活性化と食料自給率の向上ヘの貢献
ロ)食品の安全性の確保等における食育の役割
ナ、
3
【第2 食育の推進の目標に関する事項】侶標値:平成27年度までの達成を目指すもの)
a)食育に関心を持っている国民の割合の増加《現状値》71.フ%=姻標値》9偶以上
こ
2
^
③朝食を欠食する国民の割合の減少《現状値)子ども1.酬、20歳代~30歳代男性28.フ%
=伯標値》子ども偶、20歳代~30歳代男性15%以下
④学校給食における地場産物を使用する割合の増加(現状値》26.1%⇔《目標値)3佛以上
⑤栄養バランス等に配慮した食生活を送っている国民の割合の増加《現状値》50.2%⇔6眺以上
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⑧食育の推進に関わるボランティアの数の増加《現状値》34.5万人=椙標値》37万人以上
⑨農林漁業体験を経験した国民の割合の増加(現状値》《目標値》(検討中)
aの食品の安全性に関する基礎的な知識を持っている国民の割合の増加《現状値)55.硫⇔9嘘以.L
al)推進計画を作成・実施している市町村の割合の増加(現状値》39.5%コΦ俳
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【第3 食育の総合的な促進に関する事項】
1.家庭における食育の推進 2.学校、保育所等における食育の推進 3.地域における食育の推
つ
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漁業の活性化等
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【第4 食育の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項】
1.多様な関係者の連携・協力の強化 2.地方公共団体による推進計画の策定等とこれに基づく施策の促遂」1墨道證
^
の
の
^
提示等積極的な情無提供と意見等の把握 4.推進状況の把握と効果等の評価及ぴ財政措置の効宰的・重点的運用 5.
基本計画の見直し
のの
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4.食育推進運勤の展醐 5.生産者と消費者との交流の促進、環境と調和のとれた農林
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3.世代区分等に応じた国民の取組の
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学校教育上、経済合理性など複数の位置づけを明確に踏
まえたうえで着実に推進されてきている。
地産地消、食育・・・等、食によ0てもたらされる地域
の活性化は、産業構造と私たち各々の食生活から映し出
されたネ士会といってよいだろう。
'
地元の知恵を出し合い掘り起こそう
自然を相手に絶域で暮らし、生業を営んできた農*産換の人たちは、自然
を活かし、持続的に暮らしや生婁を営むさまぎまな知烹と技を拷っていま
す。イネーつとっても、米ぬかやモミガラ、稲わらまで余すところなく使
われていました。こうした知童や技にもう一虚注目してみましょう
3)食料の増産と地産地消
私たちの食生活や農業、社会を守っていくために食
料生産からも少し考えたい。現在、人口増加や異常気象
などによって、国際的な穀物需給のひ0迫と価格の高騰、
輸入食品による食の安全を脅かす問題の発生等が指摘さ
地産地消は「持続可能」という物差しで理解し、推進していくことが大切です。
そのためにいま私たちにできることは何でしょうか。そのポイントを5つにまと
めてみました。
身近なことから試みて、農業や食をめぐる地域の循環の環を築いていきましょう。
台所や調理現場から取0組もう
日々の食生活の身近な取り組みも重要です。家
塵で高れぱ、「も0たいない」の請神で、食材は
使いきれる量だけを買い、保存の仕方もひと工
夫しτ、食品ロスを減らしましょう。また、生ご
みはたい記にし、自然と共生していきましょ
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地元のものを選ほう
以下のようなマークを目印にして、買い物をしたり、食事をし
地元のものが是ベるしくみづくりを応援し、たりしまし
子どもたち{こ地元の味臺体験させ事しょう
新渇而食と花の銘厘品地産艶消推進の店 エコファーマー
、
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農業の現場を知ろう
直売所や地域の農業現場で農業{ういて聞いτみましょう。こ
地元で身近に農水産業や食の体験がでぎる場所やイベントな
どを紹介した「グリーン&ブルーツーリズム」のホームベージ
にアクセスして、いろいろな行事に書力nしてみましょう
しくし'こちら・・・
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その他の資材
地産地消に稲極的に
取り相んでぃる小売
店、畝食店等を語定
したもの
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環境に配盧した屋業
の取り組みのこと
特葺性の富い履業方
式の埠λを目指す履
案考を認定したも
旺
図3.「いま、私たちにできること、にいがた流"持統可能な"食生活のすすめ」.】
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みなどが行われτいます。お米の消費が少之
く女る中で、田んぽにイネを育τ、バイオ燃
料の材料や寒畜の飼料などに酒用することに
よって、地域の塵地や*、農村環境を奥好な
、i 状熊で保全することができます。
」 1
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地域資源活用の
動きを応援しよう
イネからエタノールを製造し、そのエタノー
ルを混合したガソリンを輸送用章両や農業用
大型機械で使用する、斬渇之らではの取り組
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れており、バイオマス利用と食品りサイクルの推進が求
められている。また、「輸入される食料の重量X輸送距雛」
で示される7ード・マイレージ6】指標の概念も注目され
ている。環境と調和のとれた地産地消の取り組みも不可
欠であろう。
地産地消の取り組みは一見メリットだけのように思
えるがけっLてそれだけではない。地産地消は必ずしも
大量流通に適したシステムになっていないため価格上昇
の要因に結びついたり、なんでも地場産なら売れるとい
う安易な考え方に陥ったりする危険が考えられるなどの
デメリットも指摘されている。さらに、食品の輸送距雜
を縮め輸送に伴う二酸化炭素の排出の削減、もったいな
い運動等、地球環境保護といった視点を加えると、例え
ば、i昼室栽培で国内生産を行った方が海外からの輸送に
よって輸入を行うよりも二酸化炭素排出量が多くなる場
合もあり、単純な話にはならない。
また、新潟県の食料自給率は的%、新潟市の食糧自
給率は63%(平成17年概算値カロリーベース)フ)であ
リ、県内の食料だけでまかなえる数値とされてぃるが、
真に安心できる数値ではないとも考えられる。今後のわ
たしたちの食生活、農業を持続させるためには、.農業従
事者の減少、高齢化の進行、後継者の不足といった課題、
また、食糧自給率及び食糧自給率を支える種苗、肥料、
飼料、その他の資材の自給率についても併せて見直す必
要があろう。例えば、食料を生産するための化学肥料も
多くが輸入した原油・天然ガスや鉱物資源を原料として
いるりん鉱石、加里鉱石はすべて輸入していて、自給率
は0%8)といわれている。また、種の自給率となると記
録が残っている1998年度は1407% 9}で、その後、下が
り続けているとみられているといわれている。
物質循環を基盤とする安心できる食料増産を構築す
るためには多くの課題があるといえる。
5.参考引用文献
D 農林水産関係用語集(農林水産省):「地産地消」
ht切://WWW.mヨⅡ'0.jp/j/use/tec_term/th加1#t29
2)新潟市食育・健康づくり総合情報サイト(新湯市)
ht切://WWW.city.niiga始.jp/Ⅱ寸0/1et_sk/丘eld/丑d01_05
html
3)地産地消推進検討会(農林水産省生産局技術普及課)
「地産地消推進検討会中間取りまとめ、地産地消の今
後の推進方向、」、平成17年8月
h杜P://WWW.ma丘.go.jp/j/study/tiS且n_tisyo/
PdV20050810lress_5bpdl
4)地産地消ホームページ(農林水産省):「六次産業化
法のうち、地域の農林水産物の利用の促進(地産地
消等)の概要」
htゆゾ/WWW.mヨ丘.go.jp/j/seiS即/gizyutu/US釦_廿Syo/
Pdレgaiyoutipdf
5)食育推進基本計画作成の経緯(内閣府);「第2次食
育推進基本計画骨子の概要」、平成23年2月8日
httPゾ/WWW8.cao.宮0.jp/syokuiku/more/P1ヨn/public/
PdV20110208/refpdt
6)農林水産関係用語集(農林水産省);「フード・マイレー
ジ」
http://WWW.m窒丘go.jp/j/heyヨ.,,、sod帥/0907/05.b杜nl
フ)大学連携新潟協議会地産地消部会(20四度新潟市8
大学連携「食育・健康づくり」研究事業):「食の宝
箱にいがた"にいがた育ち"の食ベ物でパワーアッ
プU
8)大学連携新潟協議会地産地消部会(2010度新湯市8大
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4.終わりに
地産地消の取り組みには、農業者の所得向上、消費
者の安全の確保、地域活性化だけでなく、食糧自給率の
向上、生物資源財産の保護と伝承、地球環境保護という
多様な効果が期待されている。
地元生産地元消費、地域生産地域消費の略と示され
てきた地産地消の取り組みは、今後もわたしたち一人ひ
とりの行動を時代に反映しながら多彩に多様に進展して
いくと思われる。地産地消のメリット、デメリット及び
その背景と未来を見極めて進めていきたい。
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